
事業番号 - - -

（ ）

日本国内での就職を希望する外国人留学生は、単一回答の調査で43.8%、複数回答可の調査で54.9％を占めているが、国内の高等教育機関を卒業・修了した留学生のうち、実際
に国内に就職した者の割合は、約30%に留まっている。留学生が日本国内で就職するにあたっての課題として、留学生と企業の間のミスマッチの存在が挙げられ、留学生側の視点
からのハードルとしては、下記の２点が考えられる。
　・ 一定水準以上の日本語能力（特にビジネス日本語能力）
　・ 日本企業における働き方や採用・労働慣行（長期雇用・年功制等のキャリア観や労働観等）に関する理解　の必要性

令和6年度要求

-

-

-

95

(目)

(目)

40

　

　

(目)

1 1

40

外国人留学生受入推進事業委託費

政府開発援助外国人留学生受入推進事業委託費

政府開発援助留学生業務謝金

政府開発援助教員等派遣旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
88%

主な増減理由（・要望額・予備費）

96%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ryugaku/1386454_00013.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 95

54

92%

執行率（％）
=(G)/(F)

88% 96% 92%

国際交流・協力推進費

(目)

2023 文科 22 0484

文部科学省

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

事業の目的
（5行程度以内）

日本経済全体の活性化のため、幅広い産業分野において高度外国人材の獲得・定着が求められており、高度外国人材の受入れ促進は政府方針の柱の一つとなっている。なお、
「対日直接投資促進戦略」及び「成長戦略フォローアップ」においては、「2025年度末までに我が国の高等教育機関を卒業・修了した外国人留学生（国内進学者を除く）のうち我が
国での就職者の割合50％を目指す」とされており、本事業は、この目標達成に向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、国内・日系企業の就職に重要なスキルである「日
本語能力」「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を普及させることにより、外国人留学生の我が国での定着の促進
を図るもの。

参事官（国際担当)
参事官（国際担当)
小林洋介

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

「日本再興戦略2016」（平成28年6月2日閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2016」（平成28年6月2日閣議決定）
「第3期教育振興基本計画」（平成30年6月15日閣議決定）
「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和4年12月23日閣議決定）
「対日直接投資促進戦略」（令和3年6月2日対日直接投資推進会議決定）
「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ＜J-MIRAI>」（教育未来創造会議第二次提言）（令和5年4月27日）

事業名 留学生就職促進プログラム 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 13-1 国際交流の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 経済協力費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-
000017742-13_1.pdf

-

平成29年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

95

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 372 372 71 95 95

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルである「ビジネス日本語」、「キャリア教育（日本企業論等)」、「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設
する取組を支援する。
（教育プログラムの開発実施）
　・ビジネス日本語・・・ビジネス現場で必要とされる日本語の運用能力に関する講義の開発実施。
　・キャリア教育・・・主として企業人による、日本企業での働き方・キャリアパスの講習、日本企業で働くことの意義に関する講義の開発実施。
　・インターンシップ・・・主として中長期（合計１か月程度）となるようなインターンシップ・プログラムの開発実施。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 327 358 65

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

372 372 71 95

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 政府開発援助留学生業務庁費

翌年度へ繰越し（D) - - - -

53

1

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しな
い場合がある。
※令和4年度執行額については、額が未確定であるため、暫定額を入
力。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

50

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 39.9 46.5 -

目標値 ％ 50 50 50

達成度 ％

-

↓

外国人留学生の国内就職に資する教
育プログラムの履修者数の増加を図る

インターンシッププログラムへ
の参加者数（１大学当たり）

成果実績 件 44.7 90.2

81.3

 「ビジネス日本語」、「キャリア教育（日本企業論等)」、「中長期インターンシップ」からなる教育プログラムの開発実施
　・ビジネス日本語・・・ビジネス現場で必要とされる日本語の運用能力に関する講義の開発実施。
　・キャリア教育・・・主として企業人による、日本企業での働き方・キャリアパスの講習、日本企業で働くことの意義に関する講義の開発実施。
　・インターンシップ・・・主として中長期（合計１か月程度）となるようなインターンシップ・プログラムの開発実施。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

（独）日本学生支援機構「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

（出典：事業採択大学調べ）

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

3

3

活動目標 活動指標

15

年度

60 20

定量的な成果指標 単位

件 15

目標年度
令和4年度

-

↓

活動内容①
（アクティビティ）

外国人留学生の国内就職に資する教
育プログラムを構築する

教育プログラムの実施件数
活動実績

-

7

定量的な成果指標

受託校に在籍する留学生のうち、国内
での就職希望者数の向上

目標値 人 - -

年度

我が国の高等教育機関を卒業・修了し
た外国人留学生（国内進学者を除く）の
うち我が国での就職者の割合50％を目
指す

日本企業等に就職した外国人
留学生（国内進学者を除く）の
割合

達成度

単位 令和2年度

79.8

- - -

１大学当たりの国内就職を希
望する留学生の数

成果実績 人 -

目標最終年度

達成度 ％

130

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

（出典：事業採択大学調べ）

令和2年度 令和3年度

93

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

15

令和2年度 令和3年度 令和4年度
7 年度

-

60

目標年度

7

短期アウトカムとして、各大学が開講する「国内就職に資する教育プログラムの履修者数の増加」を設定しており、当該プログラムの履修を企図する留学生の多く
は、国内企業等への就職を希望している又は関心が高いと考えられるが、その他にも様々な動機から当該プログラムを履修するに至っていることが想定される（帰
国を前提に日本企業での就業体験を得ることを目的としている場合や、日本企業の実態をインターンシップ等により確かめてから進路を定めることとしている場合
など。）。
また、こうした国内企業等への就職に向けた教育プログラム等の取り組みが、学内の外国人留学生のうちに定着し、国内企業等への就職に向けた機運が醸成さ
れることにより、国内就職を希望する留学生の数の増加につながると考えられることから、「１大学当たりの国内就職を希望する留学生の数」を中期アウトカムの成
果目標として設定した。

-

-％

-

目標値 件 55

150.3 -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

3

本事業は、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、国内・日系企業の就職に重要なスキルである「日本語能力」「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期イ
ンターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を普及させることにより、外国人留学生の我が国での定着の促進を図ることを目的としている。
外国人留学生が卒業後に国内企業等への就職を果たし、国内へ定着するためのプロセスに着目する際、まずは受託大学を中心に策定された国内就職に資する
教育プログラムをどの程度の留学生が履修しているかを把握することが起点となる。ただし、指標として設定するに当たっては、「ビジネス日本語教育」・「キャリア
教育」といった開講数や受講機会が広範にわたり、正規生以外の科目等履修生・聴講生・研究生等も履修可能な科目は馴染まないことから、「インターンシップ・プ
ログラム」への参加者数のみを成果目標として設定した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

315 3

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

「対日直接投資促進戦略」及び「成長戦略フォローアップ」において、「2025年度末までに我が国の高等教育機関を卒業・修了した外国人留学生（国内進学者を除
く）のうち我が国での就職者の割合50％を目指す」と定められていることから、これを成果目標として設定し、「日本企業等に就職した外国人留学生（国内進学者を
除く）の割合」を成果指標として設定した。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

104 -



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

http://www.invest-japan.go.jp/committee/chuchoki.pdf
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

令和5年度から新たに選定する委託事業者の活動成果も踏まえながら、成果指標の見直しの必要性について検討を行う。

事業内容の一部改善

執行等改善

-

平成30年度 417

平成23年度 -

企画競争により適切に委託先を選定し、計画の効果が大きいと予想される大学に事業を委託している。経費の執行に関しては、受託している各大学から提出され
る申請書及び実績報告書等により、事業目的に沿って使用されているか確認しており、引き続き事業の適正な実施に努める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 新29-0048

平成29年度 40

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0411

0435

令和4年度 2022 文科 21 0440

2021 文科

上記への対応状況

外部有識者の所見や事業実績を踏まえ、就職率だけでなく、より細分化された観点による指標を再設定することにより成果等の把握方法の改善を図った。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0410

令和3年度行政事業レビュー公開プロセス
判定：事業内容の一部改善
・アウトカム指標について改善が必要である。就職率だけの把握では事業全体の改善を見誤る可能性があり、就職率以外の初期アウトカムを選定し共有する必要
がある。
・モデル事業だからこそ採択大学と非採択大学の違いを明確化するなど、さらに分析を充実化しうる指標、分析方法の見直しが必要である。一方でモデル事業か
ら全国展開について、具体的な課題と認定制度の展開という方向性が見えてきたことは評価し得る。
・認定制度においても、アウトカムの見直しに加えて丁寧な事後チェックの仕組みの構築が必要である。認定された拠点で実施された教育がどういう成果を生み出
すのか整理が必要である。
・数的規模の拡大に偏らない現状認識に立った目標設定にする必要がある。

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和8年度実施)

-
点検結果

本事業は「日本再興戦略2016」等を踏まえて実施されるものであり、優先度の高い事業であ
ると認められる。「成長戦略フォローアップ工程表」や「対日直接投資促進戦略」において
は、2025年度末までに、日本の高等教育機関を卒業・修了した外国人留学生（国内進学者
を除く）のうち我が国での国内就職者の割合 50％を目指すこととされており、さらに、教育未
来創造会議第二次提言の「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（令和5年4月27
日）」においては留学生の卒業後の国内就職率（国内進学者を除く。）を60％まで向上させる
目標を掲げていることもあり、引続き留学生の我が国への定着を図るべく、日本国内企業へ
の就職に資する特別な教育プログラムの構築支援を行うことは、事業効果及び費用対効果
の面からも妥当であると判断できる。

対日直接投資促進戦略（令和3年6月2日 対日直接投資推進会議決定）

p.11

事業の成果を適切に測るための成果指標の設定について、一層の工夫、見直し、もしくは新たに設定が必要である。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

７１．０百万円

謝金 0.56百万円
旅費 0.69百万円
庁費 0.12百万円

対象大学から申請のあった事業内容を審査の上、支援対象と

する取組を選定し、委託費を交付する。

Ａ.国立大学法人等（全３法人）
６４．１百万円

・各大学における、日本で学習する外国人留学生を日本国内の企
業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支援。

等を含む

委託【随意契約(その他)】



　

支出先上位１０者リスト

A.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 給与，謝金 25

事業活動費 消耗品費、雑役務費　等

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

旅費 国内旅費 1.9

計 30.7 計

3.8

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京大学 5010005007398
留学生の就職促進に係る業
務

30.8
随意契約（企画

競争）
- 100％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

100％ -

- 100％ -

3 国立大学法人神戸大学 5140005004060
留学生の就職促進に係る業
務

15.2
随意契約（企画

競争）
-

2 国立大学法人山梨大学 9090005001670
留学生の就職促進に係る業
務

18.2
随意契約（企画

競争）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

